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株 主 各 位

広島県府中市鵜飼町800番地の８

北 川 精 機 株 式 会 社
代表取締役社長 内 田 雅 敏

第65期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素より格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第65期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご通知申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書

用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年９月27日（月曜日）午後４時

45分までにご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年９月28日（火曜日）午前10時

２．場 所 広島県府中市鵜飼町800番地の８　当社本社４階ホール

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第65期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）事業

報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等

委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第65期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）計算

書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役(監査等委員であるものを除く。)２名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上
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＜お願い＞

　株主総会にご出席の場合は、同封の議決権行使書用紙を当日受付にご提出くだ

さい。また、資源節約のため、議事資料として本招集ご通知をご持参ください

ますようお願い申しあげます。

＜お知らせ＞

◎次の①②及び③の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ

き、当社ホームページ(http://www.kitagawaseiki.co.jp)に掲載しております

ので、本招集ご通知には記載しておりません。

　　①事業報告の会社の体制及び方針

　　②連結計算書類の連結株主資本等変動計算書及び連結注記表

　　③計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表

　なお、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告をそれぞれ作成

するに際して監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類には、本添付書類

記載のもののほか、当社ホームページに掲載している上記記載の①②及び③の

事項も含まれております。

◎事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に記載すべき事項を

修正する事情が生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ

(http://www.kitagawaseiki.co.jp)に掲載いたしますのでご了承ください。

＜新型コロナウイルス感染症への対応について＞

議決権行使に関するお願い

　新型コロナウイルス感染拡大防止と株主様及び従業員の安全確保の観点

から、株主総会へのご来場を見合わせていただき、事前の書面による議決

権行使をお願い申しあげます。

ご来場される場合のお願い

　株主総会へのご出席に際しましては、株主総会開催日時点での感染状況

やご自身の体調をお確かめのうえ、マスクのご持参、ご着用をお願い申し

あげます。なお、会場受付付近での消毒と体温測定を実施させていただ

き、体温の高い方はご入場をお断りさせていただきます。

　また、会場において、運営スタッフはマスク及び手袋着用にて対応させ

ていただく場合がございますので、ご理解くださいますようお願い申しあ

げます。

今後、株主総会の開催・運営に関して変更等がある場合は、当社ホームページ

(http://www.kitagawaseiki.co.jp)に掲載いたします。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

( 2020年７月１日から
2021年６月30日まで )

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による

経済活動の停滞局面からの改善が見受けられたものの、足元では再び感染が

拡大する中、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループにおきましては、営業活動や機械装置の据付工事等に影響を

受けているものの、Ｗｅｂを活用した商談や展示会への参加、Ｗｅｂカメラ

を使用した遠隔指導による海外据付工事を継続して実施することにより通常

稼働の維持に努めてまいりました。

このような状況のもと当社グループは、最終年度を迎えた中期経営計画（目

標:売上4,300百万円、営業利益380百万円）「革新と創造への挑戦 ～独創性

で輝き続けるＫＩＴＡＧＡＷＡへ～」に基づき、引き続き３つの重点項目「独

自コア技術の新分野・新市場への積極展開」「徹底した工程管理と原価削減

による収益性・競争力・製品／サービス品質の向上」「創造性と自主性に溢

れ、継続的な成長を支える活力ある強い組織作り」に取り組んでまいりまし

た。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高4,819百万円（前期比13.0％

増）、営業利益541百万円（前期比12.5％増）、経常利益546百万円（前期比

13.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益492百万円（前期比50.9％増）

となり、売上高、営業利益ともに中期経営計画の目標を達成し、営業利益は

大幅に目標を上回りました。

なお、当社グループの主要製品は、案件毎に個別の仕様に基づいて設計・

製造を行うため、納期・受注金額にバラツキがあり、大型案件になるほど売

上までに相当期間を要し、四半期単位での売上高が大きく変動するという特

徴があります。

事業別の業績は、次のとおりであります。

【産業機械事業】

銅張積層板・多層基板成形用のプレス装置、自動車部品製造ライン・樹

脂成形用プレス装置など多様な受注を獲得しております。当連結会計年度

は、第２四半期連結会計期間に大型案件の売上が集中したことにより売上

高4,654百万円（前期比14.7％増）、原価管理の徹底と販管費の減少により
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営業利益528百万円（前期比15.9％増）となりました。

【その他の事業】

主要販売先への油圧機器の売上が一時的に減少したことと、内部売上の

比率が増加したため、売上高165百万円（前期比20.8％減）、営業利益12百

万円（前期比33.4％減）となりました。

　企業集団の事業別売上高及び受注高

事 業 区 分 売 上 高 受 注 高

産 業 機 械 事 業 4,654百万円 5,292百万円

そ の 他 の 事 業 165百万円 179百万円

２．設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は42百万円でありま

す。

３．資金調達の状況
　特記すべき資金調達はありません。

４．対処すべき課題

当社を取り巻く今後の事業環境は、長期化するコロナ禍が社会に不確実性

をもたらす状況は現在も継続していますが、その中で労働・教育・医療の分

野におけるリモート技術の活用など、従来なら何年も掛かったであろうデジ

タルトランスフォーメーションやＩｏＴ化の動きが急速に進みつつあり、プリ

ント基板関連装置のメーカーである当社にとって息の長い成長機会も現出し

ております。

今後３年間において、スマートフォンは量的主役は譲らないものの、一時

的な盛衰とは別に伸び代が限定的である傾向に変わりはないものと思われま

す。一方で、脱炭素化社会の実現やコロナ禍での生活変容などの社会的要請

を背景に自動車の電動化・軽量化や社会におけるＤＸが進展し、それを支え

る５Ｇが世界的に普及することで、膨大なプリント基板関連需要や新たな樹

脂成形関連需要の創出が期待されます。特に、データセンターや通信基地局

などのインフラ整備投資が当社に大きな影響を与えると考えられます。

そこで当社グループは、2021年７月スタートの新中期経営計画「持続的進

化への挑戦 ～ 社会と共に成長する強いＫＩＴＡＧＡＷＡ ～」を策定いたし

ました。

環境の変化に合わせ、より機動的・能動的に市場の動きを捉えて収益機会

を確実に獲得するとともに、将来に向けて持続可能な成長基盤を堅固なもの

－ 4 －

事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況、重要な
親会社及び子会社の状況



とすることを目標として、次の３つの重点項目に取り組んでまいります。

（１）既存事業での技術的深化と新規事業への経営資源集中による持続的成

長の岩盤造り

・ハイエンド基板向け高温・高精度プレスの分野で圧倒的な世界シェア

を確保する。

・中長期的な視点で新たな成長市場（炭素繊維関連など）を開拓し、事

業化の目処をつける。

（２）市場拡大に合わせた生産能力増強と収益性・競争力・製品／サービス

品質向上の両立

・効率的生産体制の構築により、収益性と競争力を高めつつ拡大需要を

確実に取り込む。

・顧客視点で性能と品質を更に高め、顧客満足度を向上させる。

（３）活力溢れる強い組織作りとそれを支えるデジタル化の推進

・技能継承と若手育成に注力し、創造性・自主性と行動力をもって、い

かなる環境変化にも柔軟に対応できる強い企業風土を醸成する。

・デジタル技術の活用によって業務プロセスを変革し、より効率的な組

織を構築する。

目標は、2024年６月期には売上5,300百万円、営業利益600百万円としてお

り、この新たな目標を達成できるよう、全社一丸となって精進し、安定的な

黒字化を実現し、継続的に配当が行えるよう努力してまいります。

昨今、世界的に環境やエネルギー問題への関心が高まっている中、当社と

しても事業活動の中で気候変動、地球温暖化に対応するために、軽量化部材

の開発によって自動車の燃費性能改善とＣＯ₂排出削減に貢献したいと考え

ておりました。また、近年自動車メーカーでは、自動車部材を金属から、よ

り軽量で高強度な素材であるＣＦＲＰ（炭素繊維強化樹脂）に代替して、車

体を軽量化する取り組みがなされていますが、開発の材料として使える大き

さ・品質を備えたＣＦＲＰ積層板が市場で入手できないとの声が多くありま

した。そこでＣＦＲＰの実用化に向け、共同研究実施機関と研究開発（※）

し、高品質なＣＦＲＰ積層板を早く安定して生産する方法及び装置を開発い

たしました。

この成果であるＣＦＲＰ自動積層装置と当社の多段プレス機を組み合わせ

ることで、サイズ、構成自由度に加えて、高い生産性を併せ持ったＣＦＲＴ

Ｐ積層板成形ラインを構築することができました。昨年より社内に試作機を

設置し、お客様からの問い合わせに対応しております。今後も引き続き受注

獲得を目指し、当社新製品のＰＲを行ってまいります。

（※）研究開発計画「大型で積層構成自由度の高いＣＦＲＴＰ一方向連続繊維

積層板の量産技術開発、経済産業省の平成29年度戦略的基盤技術高度化

支援事業（サポイン事業）」（2017年８月から2020年３月まで）
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これからも、独自の温度・圧力・真空・動作の４つの制御技術の融合であ

る「複合制御システム」を基本に先端技術との融合を図りながら、独創的で

高性能、高品質な製品の開発に努め、業容の拡大を図ってまいります。

また当社は、持続的な成長のため、多様な人材の採用とこれまで蓄積した

技能・技術を次世代へ確実に伝承し若い世代の成長の後押しを図るとともに、

法令を遵守した組織・働きやすい職場環境の整備により人材の強化と組織の

活性化を図ってまいります。

さらに当社は、コーポレート・ガバナンスの構築を、経営上の重要な課題

のひとつと位置付けており、経営理念である「英知と創造」のもと、経営判

断の迅速化、経営の効率化・健全性の向上・透明性の確保に取り組むことに

より、企業活動を支えているすべてのステークホルダーとの良好な関係の構

築と、当社の持続的な企業価値の向上を目指してまいります。

　当社グループは、これからも品質・安全性・環境への配慮を行い、より良

い製品・サービスをお客様に提供し、人々の生活を豊かにするという社会的

責任を果たしつつ、企業としての成長も目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援とご鞭撻を賜りま

すようお願い申しあげます。

５．財産及び損益の状況

区 分
第 62 期

(2018年６月期)
第 63 期

(2019年６月期)
第 64 期

(2020年６月期)

第 65 期
(当連結会計年度)
(2021年６月期)

売 上 高(百万円） 4,977 5,408 4,266 4,819

経 常 利 益(百万円） 478 554 480 546

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円） 270 160 326 492

１株当たり当期純利益 (円） 35.31 20.95 42.65 68.22

総 資 産(百万円） 6,881 7,079 7,343 5,853

純 資 産(百万円） 1,884 2,118 2,026 2,227

１株当たり純資産額 (円） 199.99 220.74 264.97 315.79

（注）当社は、2019年８月30日付で連結子会社キタガワエンジニアリング株式会社の全株式を、
同社へ譲渡したため、第64期より同社が担っていた「建材機械事業」を当社グループから
除外しております。

６．重要な親会社及び子会社の状況
(1) 親会社の状況
　該当事項はありません。
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(2) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ホ ク セ イ 工 業 株 式 会 社 20百万円 100％ 油圧機器製造

北川精机貿易（上海）有限公司 20百万円 100％
プレス機械・ラミネータ装置等の
販売等

７．主要な事業内容（2021年６月30日現在）

事 業 内 容 主 要 製 品

産 業 機 械 事 業
基板プレス・新素材プレス・樹脂成形装置、
ＦＡシステム機械

そ の 他 の 事 業 油圧機器

８．主要な営業所及び工場（2021年６月30日現在）

当 　 　 　 社
本社・本社工場：広島県府中市

東京支店：東京都豊島区、大阪出張所：大阪市西区

ホ ク セ イ 工 業 株 式 会 社 本社：広島県福山市

北川精机貿易（上海）有限公司 本社：中国上海市

９．従業員の状況（2021年６月30日現在）

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

154名（4名） 9名増（1名増）

（注）従業員数は就業員数及び嘱託社員であり、パートは（　）内に年間の平均人員を外数で記
載しております。

10．主要な借入先（2021年６月30日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 広 島 銀 行 1,342百万円

株 式 会 社 中 国 銀 行 299百万円

11．その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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Ⅱ　会社の株式に関する事項（2021年６月30日現在）

１．発行可能株式総数 20,000,000株

２．発行済株式の総数 7,649,600株

３．株主数 3,583名

４．大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

北 川 精 機 取 引 先 持 株 会 705千株 9.99％

内 田 雅 敏 579千株 8.21％

北 川 一 子 486千株 6.90％

株 式 会 社 広 島 銀 行 347千株 4.92％

河 原 　 栄 257千株 3.65％

内 田 由 美 230千株 3.27％

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 178千株 2.53％

株 式 会 社 マ ン セ イ 142千株 2.01％

大 栄 鋼 業 株 式 会 社 111千株 1.57％

Ｓ М Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 107千株 1.52％

（注）持株比率は自己株式（594,889株）を控除して計算しております。
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Ⅲ　会社役員に関する事項
１．取締役の氏名等（2021年６月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 内 田 雅 敏
ホ ク セ イ 工 業 株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長
株 式 会 社 北 川 鉄 工 所 社 外 取 締 役

代表取締役専務 内 田 浩 靖
経 営 企 画 室 長 兼 内 部 監 査 室 長
ホ ク セ イ 工 業 株 式 会 社 取 締 役
北 川 精 机 貿 易 ( 上 海 ) 有 限 公 司 董 事 長

取 締 役
常勤監査等委員

小 林 由 和

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

田 邉 知 士 税 理 士 法 人 田 邉 会 計 事 務 所 所 長 　 税 理 士

社 外 取 締 役
監 査 等 委 員

渡 辺 純 夫

（注）１．田邉知士氏及び渡辺純夫氏は社外取締役であります。
２．当社は、社外取締役である田邉知士氏及び渡辺純夫氏を東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
３．監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役(監査等委員を除く。)からの情

報収集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査室と監査等委員会との十
分な連携を可能とするべく、小林由和氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４．田邉知士氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

２．責任限定契約の概要

　当社は、監査等委員である取締役（以下、「監査等委員」という。）小
林由和氏、田邉知士氏及び渡辺純夫氏との間で会社法第427条第１項に基づ
く責任限定契約を締結しております。当該契約により、各氏がその任務を
怠ったことにより当社に損害を与えた場合で、かつその職務を行うにつき
善意でかつ重大な過失のないときは、会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額を限度として、当社に対し責任を負うものとしております。

３．役員の報酬等

(1) 役員報酬等の内容の決定に関する方針等に関する事項

当社は、2019年８月19日開催の取締役会において、取締役（監査等委員
を除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容に係る決定
方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、監査等委員会
の意見を反映させて取締役会にて審議し、決定しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の報酬等について、監査等
委員会より報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決
定方針と整合している旨の報告を受けていることから、当該決定方針に沿
うものであると判断しております。
個々の取締役の報酬は、株主総会において決議された上限額の範囲内に

おいて、報酬に関する社会的動向、会社の業績、経営内容、経済情勢、並
びに役職・職責などを考慮することとしております。
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当社の取締役報酬は、基本報酬（金銭報酬）のみとしており、毎月固定
報酬として支払うほか、賞与として年１回（６月）支給しております。

(2) 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

個人別の報酬額につきましては、取締役会決議に基づき代表取締役社長
の内田雅敏氏が委任を受け決定しております。代表取締役社長に一任した
理由は、当社グループ全体の業績を俯瞰的に見たうえで、各取締役の責任
や役割等の評価を行うのは代表取締役社長が最も適していると判断したた
めであります。
なお、現在の取締役会は、議決権を有する監査等委員が過半数を占めて

おり、監査等委員の過半数を独立社外取締役が占めております。
監査等委員の報酬につきましては、株主総会で決議された報酬総額の範

囲内で、監査等委員の協議により決定しております。

(3) 報酬等の総額

区　　分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

対象となる
役員の員数基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取　締　役 67百万円 67百万円 － － 2名

監査等委員
（うち社外取締役）

13百万円
(4百万円)

13百万円
(4百万円)

－
(－)

－
(－)

3名
(2名)

合　　　計 80百万円 80百万円 － － 5名

（注）１．報酬限度額は、取締役が年額200百万円（使用人兼務取締役の使用人分給与を除く。)、
監査等委員が年額20百万円と、2015年９月29日開催の第59期定時株主総会において決
議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は４名、監査等委
員の員数は３名（うち社外取締役２名）であります。

２．上記のほか、社外役員が当社子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等はあり
ません。

３．上記の報酬等の総額には、当事業年度における賞与が、取締役12百万円、監査等委員
2百万円、監査等委員(うち社外取締役)0百万円が含まれております。

４．社外役員に関する事項

(1) 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の
法人等との関係

　監査等委員田邉知士氏は、税理士法人田邉会計事務所所長であり、当社
の顧問税理士でありますが、税理士法人田邉会計事務所への報酬額は当社
連結売上高の0.1％未満であり、税理士法人田邉会計事務所売上高の２％未
満と寡少であることから、当社との間には重要な取引その他の関係はあり
ません。

(2) 他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の
法人等との関係

　該当事項はありません。
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(3) 主な活動状況

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

監査等委員 田 邉 知 士

当事業年度に開催された取締役会９回の全てに、監査等委員
会11回の全てに出席するとともに、経営会議にも出席いたし
ました。
主に財務及び会計に関する相当程度の知見から適宜発言を
行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切
な役割を果たしております。
また、取締役候補者の指名や報酬をはじめ、重要案件につい
て審議するとともに意見を形成するなど、当社が期待する取
締役会の機能の独立性及び客観性と説明責任の強化に重要
な役割を果たしております。

監査等委員 渡 辺 純 夫

当事業年度に開催された取締役会９回の全てに、監査等委員
会11回の全てに出席するとともに、経営会議にも出席いたし
ました。
主に製造業上場会社の役員としての豊富な経営経験から適
宜発言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの適切な役割を果たしております。
また、取締役候補者の指名や報酬をはじめ、重要案件につい
て審議するとともに意見を形成するなど、当社が期待する取
締役会の機能の独立性及び客観性と説明責任の強化に重要
な役割を果たしております。
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Ⅳ　会計監査人の状況

１．会計監査人の名称

仁智監査法人

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 14百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．会計監査人の解任または不再任の決定方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれか

に該当すると認められる場合、監査等委員全員の同意により、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由

を報告いたします。

　上記のほか、会計監査人としての適格性、独立性や信頼性などにおいて問

題があると判断した場合、監査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人

の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

（注）　本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年６月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,075,576

1,493,357

1,443,867

1,470

899,049

101,930

139,899

△3,999

1,778,043

1,536,131

439,128

77,052

962,660

57,289

21,464

220,447

107,320

78,232

44,684

△9,790

流 動 負 債 2,725,055

支払手形及び買掛金 355,866

電 子 記 録 債 務 502,718

短 期 借 入 金 1,000,000

１年内返済予定の長期借入金 99,996

前 受 金 449,736

未 払 法 人 税 等 73,779

賞 与 引 当 金 21,640

製 品 保 証 引 当 金 44,000

そ の 他 177,317

固 定 負 債 900,744

長 期 借 入 金 541,685

役員退職慰労引当金 1,821

退職給付に係る負債 353,244

そ の 他 3,994

負 債 合 計 3,625,800

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,167,625

資 本 金 300,000

資 本 剰 余 金 660,987

利 益 剰 余 金 1,539,368

自 己 株 式 △332,729

その他の包括利益累計額 60,193

その他有価証券評価差額金 50,135

為替換算調整勘定 10,057

純 資 産 合 計 2,227,818

資 産 合 計 5,853,619 負債及び純資産合計 5,853,619

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2020年７月１日から
2021年６月30日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,819,356

売 上 原 価 3,717,284

売 上 総 利 益 1,102,071

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 561,021

営 業 利 益 541,050

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 998

受 取 賃 貸 料 2,800

為 替 差 益 14,548

固 定 資 産 売 却 益 5,661

補 助 金 収 入 2,000

そ の 他 10,600 36,609

営 業 外 費 用

支 払 利 息 25,081

投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,514

そ の 他 3,259 30,855

経 常 利 益 546,803

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 546,803

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68,923

法 人 税 等 調 整 額 △14,416 54,507

当 期 純 利 益 492,296

親会社株主に帰属する当期純利益 492,296

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2021年６月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,872,004

1,355,419

52,116

1,354,535

876,256

98,763

13,718

125,104

△3,910

1,697,462

1,383,159

432,167

2,269

65,892

10,737

56,226

815,865

21,223

20,206

1,016

293,080

107,320

7,752

20,000

50,000

73,761

44,661

△10,415

流 動 負 債 2,653,458

支 払 手 形 93,707

電 子 記 録 債 務 502,718

買 掛 金 212,193

短 期 借 入 金 1,000,000

１年内返済予定の長期借入金 99,996

未 払 金 80,381

未 払 費 用 53,177

未 払 法 人 税 等 66,785

前 受 金 447,025

預 り 金 32,516

賞 与 引 当 金 17,330

製 品 保 証 引 当 金 44,000

そ の 他 3,626

固 定 負 債 892,578

長 期 借 入 金 541,685

退 職 給 付 引 当 金 347,733

そ の 他 3,160

負 債 合 計 3,546,037

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,973,294

資 本 金 300,000

資 本 剰 余 金 660,987

資 本 準 備 金 100,000

その他資本剰余金 560,987

利 益 剰 余 金 1,345,036

その他利益剰余金 1,345,036

固定資産圧縮積立金 38,445

特別償却準備金 4,496

繰越利益剰余金 1,302,094

自 己 株 式 △332,729

評価・換算差額等 50,135

その他有価証券評価差額金 50,135

純 資 産 合 計 2,023,429

資 産 合 計 5,569,467 負債及び純資産合計 5,569,467

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2020年７月１日から
2021年６月30日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,626,228

売 上 原 価 3,583,432

売 上 総 利 益 1,042,796

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 528,511

営 業 利 益 514,284

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 1,463

受 取 賃 貸 料 2,800

為 替 差 益 13,784

固 定 資 産 売 却 益 5,661

補 助 金 収 入 2,000

そ の 他 9,908 35,619

営 業 外 費 用

支 払 利 息 25,044

投 資 有 価 証 券 売 却 損 2,514

そ の 他 3,159 30,718

経 常 利 益 519,185

税 引 前 当 期 純 利 益 519,185

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 63,030

法 人 税 等 調 整 額 △15,406 47,624

当 期 純 利 益 471,561

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2021年８月20日

北 川 精 機 株 式 会 社
取  締  役  会　  御中

仁 智 監 査 法 人

東 京 都 中 央 区
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 戸谷 隆太郎 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 内藤 泰一 

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、北川精機株式会社の2020年７

月１日から2021年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、北川精機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不

正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽

－ 17 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告



表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算
書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明するこ
とが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計
算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年８月20日

北 川 精 機 株 式 会 社
取  締  役  会  　御中

仁 智 監 査 法 人

東 京 都 中 央 区
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 戸谷 隆太郎 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 内藤 泰一 

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、北川精機株式会社の2020

年７月１日から2021年６月30日までの第65期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
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利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書
類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注
記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類
等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2020年７月１日から2021年６月30日までの第65期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び

結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項

に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議

に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子

会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交

換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人仁智監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人仁智監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2021年８月24日

北川精機株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 小林  由和 

監 査 等 委 員 田邉  知士 

監 査 等 委 員 渡辺  純夫 

 (注) 監査等委員田邉知士及び渡辺純夫は、社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置づけておりま

すが、株主の皆様には、第55期より無配が続き、大変なご迷惑をおかけし誠に

申し訳なく存じております。全社をあげて業績の回復に努めるとともに、前期

に欠損填補により財務内容を健全化し、株主の皆様への配当の条件を整備いた

しました。

　また、当期の業績も改善傾向を維持しておりますことから以下のとおり復配

いたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

　　　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　当社普通株式１株につき金５円　　総額は35,273,555円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　　　2021年９月29日

＜ご参考＞
【自己株式取得】（2020年９月８日、2020年11月12日公表）
　当社は、株主還元の向上を目的として、以下のとおり取締役会決議により、
自己株式の取得を実施いたしました。
　取得した自己株式の総数　　普通株式593,000株
　自己株式の取得価額　　　　331,567,400円
　総還元性向　　　　　　　　74.5％
※ 総還元性向=(配当総額＋自己株式取得総額)/親会社株主に帰属する当期純利益

【基本的な考え方】
　当社は、成長投資と安定した株主還元を両立し、継続的な株主価値向上を図
るため、以下のとおり資本政策及び株主還元の基本方針を定めております。
資本政策
　当社は、財務の健全性・資本効率・株主還元の観点から、バランスのとれた
最適な資本構成のもと、継続的に企業価値を向上させることを基本とします。
株主還元
　当社は、財務体質の強化と今後の事業展開への対応（技術革新と競争力保持、
新市場開拓のための設備投資・人材育成・研究開発など）を図るために必要な
内部留保を確保しつつ、安定的な配当の維持を基本方針に、株主の皆様への利
益還元を充実していくことが、重要な経営課題の一つと認識しております。
　また、資本効率と株主還元水準のさらなる向上を図るため、自己株式取得を
必要に応じて機動的に実施します。
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第２号議案　取締役（監査等委員であるものを除く。）２名選任の件
　取締役（監査等委員であるものを除く。以下、本議案において同じ。）全員
（２名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役２名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案について、監査等委員会は、取締役候補者である両氏が適任で
あると判断しております。

取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式の数

１

うち

内
だ

田  
まさ

雅
とし

敏

(1963年
10月27日)

再任

1989年４月　マツダ㈱入社
1997年４月　当社入社
1997年９月　当社ＣＣＳ室長
1998年１月　当社取締役経営企画室長
1999年７月　当社代表取締役専務経営企画室長
2008年５月　当社代表取締役専務経営企画室長兼内部監査室長
2012年７月　当社代表取締役専務
2016年７月　当社代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱北川鉄工所社外取締役、ホクセイ工業㈱代表取締役社長

579,000株

【取締役会への出席状況】　100％(９回/９回)

【取締役候補者とした理由】
候補者は、1999年より代表取締役専務としての経営経験を踏まえ、2016年７月から代表
取締役社長として当社グループの経営全般を統括しております。当社は、候補者の経営
者としての幅広い知見に基づく強いリーダーシップが、当社グループの企業価値向上に
寄与することができると判断し、取締役候補者といたしました。

２

うち

内
だ

田  
ひろ

浩
やす

靖

(1965年
７月４日)

再任

1990年４月　㈱三和銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行
2000年11月　同行香港支店
2009年11月　同行融資部
2011年４月　当社入社　執行役員経営企画室長
2011年９月　当社取締役経営企画室長
2011年10月　当社取締役経営企画室長兼内部監査室長
2019年７月　当社代表取締役専務経営企画室長兼内部監査室長(現任)
（重要な兼職の状況）
北川精机貿易(上海)有限公司董事長、ホクセイ工業㈱取締役

50,000株

【取締役会への出席状況】　100％(９回/９回)

【取締役候補者とした理由】
候補者は、大手金融機関において海外の勤務経験も有しており、2019年７月より当社代
表取締役専務経営企画室長兼内部監査室長として、さらなるコーポレート・ガバナンス
の強化、グローバル展開の推進、人材の育成及び経営全体の管理等に取り組んでおりま
す。当社は、候補者の国際ビジネスと経営全般に関する豊富な知識と経験が、当社グル
ープの企業価値向上に寄与することができると判断し、取締役候補者といたしました。

（注）１．内田雅敏氏が代表取締役社長を務めるホクセイ工業㈱と当社とは、相互に売上、仕入
取引があります。

２．内田浩靖氏が取締役を務めるホクセイ工業㈱と当社とは、相互に売上、仕入取引があ
ります。また、同氏が董事長を務める北川精机貿易（上海）有限公司は、当社製品を
販売しております。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了
となりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存
じます。
　なお、本議案については、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式の数

１

た

田
なべ

邉  
さと

知
し

士

(1940年
２月22日)

再任

(社外・独立)

1974年３月　税理士登録
1975年12月　田邉知士税理士事務所所長
2002年７月　税理士法人田邉会計事務所所長（現任）
2010年３月　当社仮監査役
2010年９月　当社監査役
2015年９月　当社取締役（監査等委員）（現任）
（重要な兼職の状況）

税理士法人田邉会計事務所所長

12,000株

【取締役会への出席状況】　　100％(９回/９回)
【監査等委員会への出席状況】100％(11回/11回）
【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
候補者は、税理士としての専門的な知見、企業会計及び税務に関する豊富な経験を有し
ており、業務執行の適法性確保及び中立的な立場から業務執行に対する監督、助言等を
いただくこと、及び、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や報酬の決定につ
いて関与、監督等いただくことを期待し、監査等委員である社外取締役候補者といたし
ました。

【独立性】
候補者は、当社の顧問税理士でありますが、取引額は当社連結売上高の0.1％未満、税理
士法人田邉会計事務所売上高の２％未満と寡少であるため、当社の定める独立社外役員
の独立性判断基準を満たしており、独立性を有しております。

２

わた

渡
なべ

辺  
すみ

純
お

夫

(1945年
３月22日)

再任

(社外・独立)

1963年４月　㈱北川鉄工所入社
1998年６月　同社取締役工機事業部生産統括部長
2003年４月　同社取締役技術統括
2004年４月　同社常務取締役生産統括
2009年４月　同社常務執行役員生産技術本部長
2010年４月　同社常務執行役員品質本部長
2012年３月　同社退社
2018年９月　当社取締役（監査等委員）（現任）

-　株

【取締役会への出席状況】　　100％(９回/９回)
【監査等委員会への出席状況】100％(11回/11回）
【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
候補者は、㈱北川鉄工所（上場会社）の常務取締役を務めた経験から、経営者としての
豊富な経験と幅広い見識を有しており、業務執行に対する監督、助言等をいただくこと、
及び、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や報酬の決定について関与、監督
等いただくことを期待し、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

【独立性】
候補者は、当社の定める独立社外役員の独立性判断基準を満たしており、独立性を有し
ております。
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候補者
番 号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式の数

３

のぶ

信
おか

岡
 

 
しげ

成
ひさ

尚

(1966年
５月12日)

新任

1989年４月　㈱広島銀行入行
2014年４月　同行段原支店長
2016年４月　同行御調支店長
2018年４月　同行笠岡中央支店長
2021年４月　同行人事総務部付（管理職待遇）
2021年７月　同行監査部主任業務監査役
2021年９月　当社入社　（現任）

-　株

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
候補者の金融機関での豊富な経験とこれに基づく知見を活かして、監査等委員である取
締役の役割を果たすことにより、当社グループの企業価値向上に寄与することができる
と判断し、監査等委員である取締役候補者といたしました。

（注）１．各監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．田邉知士氏及び渡辺純夫氏は、現在当社の社外取締役（監査等委員）でありますが、

在任期間は本総会終結の時をもって田邉知士氏が６年、渡辺純夫氏が３年であります。
なお、田邉知士氏は過去に当社の社外監査役であったことがあります。

３．当社は、田邉知士氏及び渡辺純夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
指定し、同取引所に届け出ております。なお、本議案が原案どおり承認可決された場
合、当社は両氏を引き続き独立役員とする予定であります。

４．当社は、田邉知士氏及び渡辺純夫氏との間で会社法第427条第１項に基づく責任限定契
約を締結しております。当該契約により、両氏がその任務を怠ったことにより当社に
損害を与えた場合で、かつその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失のないときは、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、当社に対し責任を負うも
のとしております。なお、本議案が原案どおり承認可決された場合、当社は両氏との
間で当該契約を継続する予定であります。また信岡成尚氏につきましても、新たに当
該契約を締結する予定であります。

＜ご参考＞
【独立社外役員の独立性判断基準】

選任する際の独立性判断基準は、東京証券取引所の定める独立性判断を参考

として、当社との間に利害関係がなく、一般株主と利益相反が生じるおそれの

ない者とします。
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【取締役会構成基準】

取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすため、専門分野等のバランス

及び国際性の面を含む多様性を考慮した構成とし、当社グループの事業に精通

した社内取締役と、複数名選任する独立社外取締役との、適切なバランスで構

成するとともに、透明性の高いガバナンス体制を構築し、客観的な経営の監督

の実効性を確保するため、独立社外取締役を取締役の３分の１以上選任します。

【選任後の取締役会の構成(予定)】

取締役（監査等委員であるものを除く。)及び監査等委員である取締役選任後の

取締役会構成(予定)は次のとおりであります。

経営 製造 技術 国際 リスク 財務

取

締

役

代表取締役社長　　　　内田雅敏 〇 〇 〇 〇 〇

代表取締役専務　　　　内田浩靖 〇 〇 〇 〇

監

査

等

委

員

常勤監査等委員　　　　信岡成尚 〇 〇

監査等委員（独立社外）田邉知士 〇 〇 〇

監査等委員（独立社外）渡辺純夫 〇 〇 〇 〇

【ガバナンス体制】

当社の取締役のうち過半数を監査等委員である取締役が占めております。

また、監査等委員である取締役の過半数が独立社外取締役であるため、様々

な視点から指名・報酬をはじめとする重要事項への検討を行い、社内取締役の

知見だけで判断することがないよう、実効性の高いガバナンス体制を構築して

おります。

今後も持続的な成長を実現するために、コーポレート・ガバナンスの強化に

取り組み続けます。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場　広島県府中市鵜飼町800番地の８
当社本社４階ホール
電話　0847（40）1200

鵜飼 高木

府
中

鵜飼工業団地

案内板

本山工業団地

リョービ

ヤスハラ
ケミカル

ハローズ

至御調 至福山

ＪＡ
福山市

中国銀行

市役所
消防署 府中家具の館

府中警察

コンビニヤマダ電機天満屋

R486

北川精機(株)

バス停
府中駅

コンビニ

福山通運
府中学園

国府小学校

郵便局

［交通のご案内］
電車……ＪＲ福塩線府中駅下車　タクシーで約10分

（ＪＲ山陽本線福山駅乗換）
バス……ＪＲ山陽本線福山駅前、中国バス府中方面行乗車

府中駅停留所下車　タクシーで約10分
乗用車…国道486号線　ＪＡ福山市（府中中央）　北上約10分

［新型コロナウイルス感染症への対応について］
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主総会へのご来場を見合わせ、
事前の書面による議決権行使をお願い申しあげます。
対応の詳細につきましては、２頁をご覧ください。

地図


